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平成２８年１２月２４日 

平成２９年１月２９日改訂 

 

 

Ⅲ.4-2 施設撤去廃棄物等の分別確認と払出し・処理委託マニュアル 

 

 

第１ マニュアルの主旨 

１．施設撤去廃棄物等の分別確認と払出し・処理委託マニュアルは、施設撤去廃棄

物等の分別確認と払出し・処理委託の実施方法等を定めたものである。 

２．本マニュアルに定める分別確認と払出し・処理委託の方法は、必要に応じて適

宜見直すこととする。 

 [解説] 

 施設撤去廃棄物等について、分別確認と払出し・処理委託の実施方法等を定める。 

 なお、本マニュアルに定める内容は、必要に応じて適宜見直すこととする。 

 

 

第２ マニュアルの概要 

１．施設撤去廃棄物等の分別確認と払出し・処理委託の実施方法等を示す。 

[解説] 

施設撤去廃棄物等の分別確認と払出し・処理委託を実施する際の具体的な実施方

法等について示す。 

 



34 

第３ 施設撤去廃棄物等の分別確認と払出し・処理委託等の実施 

１．設備等の解体・分別の主旨に沿った形で施設撤去廃棄物等を分別するものとし、

分別の状況を確認のうえ、払出し・処理委託を行うものとする。 

２．施設撤去廃棄物等は資源化を原則とし、有効利用を図ることとする。 

３．中間処理施設で使用した耐火物、バグフィルタのろ布及び排気用ならびに換気

用の活性炭等については、除染完了の判断基準によらず、堆積物ありと見なし、特

別管理産業廃棄物の判定基準に準じて判定し、適正な処理委託を行うこととする。 

[解説] 

設備等の解体・分別の主旨に沿った形で施設撤去廃棄物等の分別を行うものとし、

堆積物の有無並びに分別の判断基準によって分別されていることを確認のうえ、払

出し・処理委託を実施する。 

施設撤去廃棄物等は資源化を原則とする。 

堆積物なしの施設撤去廃棄物等は、建設リサイクル法に基づき、特定建設資材に

ついて有効利用を図るとともに、これ以外についても有効利用を原則する。 

また、堆積物ありの施設撤去廃棄物等も可能な限り有効利用を図ることとし、廃

棄物処理法に基づく許可等を有する廃棄物処理業者に適正な処理委託を行う。 

耐火物、バグフィルタのろ布及び排気用ならびに換気用の活性炭等の有害物質を

含むことが明らかなものや除染作業を実施しないもの、処理委託を行うことが適当な

ものについては、除染完了調査を実施することなく、特別管理産業廃棄物の判定基準

に準じて判定し、適正な処理委託を行う。 
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第４ 除染完了の判断基準によらず適正な処理委託を行う設備等と対応 

１．除染完了の判断基準によらず適正な処理委託を行う設備等については、特別管

理産業廃棄物に準じた処理委託を実施する。 

２．除染完了の判断基準によらず適正な処理委託を行う施設撤去廃棄物等の想定数

量等について示す。 

［解  説］ 

除染完了の判断基準によらず適正な処理委託を行う設備等については、特別管理

産業廃棄物の判定基準に準じた検査の実施や過去に実施した同種の廃棄物の検査結

果等を踏まえ、特別管理産業廃棄物に準じた処理委託を実施する。 

除染完了の判断基準によらず適正な処理委託を行う施設撤去廃棄物等の数量等に

ついては、表１のとおりである。 

 
 

表１ 除染完了の判断基準によらず適正な処理委託を行う 

施設撤去廃棄物等の想定数量等 

No. 施設撤去廃棄物等 想定数量等 

1 耐火物 約 1,100t 

2 バグフィルタのろ布 約７t 

3 排気用ならびに換気用の活性炭 約 1.8t 

4 触媒 約 1.4t 

 

 

第５ 施設撤去廃棄物等の有効利用 

１．施設撤去廃棄物等は、原則として有効利用を図ることとする。 

２．分別解体を実施した特定建設資材について、有効利用を図ることとする。 

３．有価物は売却益を計上することとする。 

［解  説］ 

堆積物なしの施設撤去廃棄物等について、可能な限り有効利用を図る。堆積物あ

りのものについても有効利用を考慮し、処理委託先の選定に配慮する。 

分別解体を実施したコンクリートや木材等の特定建設資材については、建設リサ

イクル法に基づき有効利用を図る。 

有効利用を図った有価物については、売却益を計上する。 
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第６ 施設撤去廃棄物等の輸送・運搬 

１．施設撤去廃棄物等の豊島・直島における輸送・運搬は、可能な限り公道を使用

しない経路を選定するものとする。 

２．産業廃棄物の輸送・運搬について、廃棄物処理法の規定に従うとともに周辺環

境保全に配慮するものとする。 

［解  説］ 

施設撤去廃棄物等の豊島・直島における輸送・運搬は、専用桟橋を活用する等、

可能な限り公道を使用しない経路や専用桟橋等を選定することにより周辺環境の保

全に配慮する。 

産業廃棄物の輸送・運搬について、許可等を有する業者に適正な委託を行うなど

廃棄物処理法に基づき対応するとともに、これまでと同様、周辺環境の保全に配慮

する。 

 

 


